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改組後の組織図

改 組 後これまで

≒（前）協議会

（前）実務者会議

実務者会議 検討部会
（避難計画・防災対策など）

検討部会
（救命・救助）

協議会

協議会 幹事会

コアグループ会議

県知事 ⼭形県知事

⼭形市⻑

上⼭市⻑

気象台 第２号 ⼭形地⽅気象台⻑

地⽅整備局 第３号

陸上⾃衛隊 第４号

警察 第５号 ⼭形県警察本部⻑

⼭形市消防⻑

上⼭市消防⻑

⽕⼭専⾨家 第７号 東北⼤学⼤学院
理学研究科  三浦教授 ⼭形⼤学理学部 伴教授

（⼀社）⼭形市観光協会⻑

蔵王温泉観光協会⻑

上⼭市観光物産協会⻑

蔵王坊平観光協議会⻑

蔵王町観光物産協会⻑

（⼀社）⽩⽯市観光協会⻑

改組後の協議会構成

市町⻑
第１号

川崎町⻑

七ヶ宿町⻑

蔵王町⻑

⽩⽯市⻑

宮城県知事

第６号

必
須
構
成
員

観光関係団体

その他必要
と認める者

東北地⽅整備局⻑

川崎町観光協会⻑

宮城県警察本部⻑

第６師団⻑

仙台管区気象台⻑

第８号

任
意
構
成
員

消防

東北森林管理局計画保全部⻑

国⼟地理院東北地⽅測量部⻑

仙南地域広域
⾏政事務組合消防⻑

七ヶ宿町観光協会⻑

宮城県危機管理監 ⼭形県危機管理監
危機対策課⻑ 危機管理課⻑

観光課⻑ 観光交流課⻑
防災砂防課⻑ 砂防・災害対策課⻑

道路課⻑ 道路保全課⻑
消防課⻑ 管理課⻑

⾃然保護課⻑ みどり⾃然課⻑
⽣涯学習課⻑

⼤河原地⽅振興事務所総務部⻑ 村⼭総合⽀庁総務課⻑
⼤河原⼟⽊事務所⻑
⽩⽯市⽣活環境課⻑ ⼭形市防災対策課⻑
⽩⽯市商⼯観光課⻑ ⼭形市観光物産課⻑

蔵王町総務課⻑ 上⼭市庶務課⻑
蔵王町農林観光課⻑ 上⼭市観光課⻑
七ヶ宿町総務課⻑

七ヶ宿町ふるさと振興課⻑
川崎町総務課⻑

川崎町地域振興課⻑
気象台 仙台管区気象台⽕⼭防災情報調整官 ⼭形地⽅気象台防災管理官

仙台河川国道事務所副所⻑ 新庄河川事務所副所⻑
陸上⾃衛隊

宮城県警察本部警備課⻑ ⼭形県警察本部警備第⼆課⻑
⼤河原警察署⻑ ⼭形警察署⻑
⽩⽯警察署⻑ 上⼭警察署⻑

⼭形市消防⻑
上⼭市消防⻑

アドバイザー
(⽕⼭専⾨家) 東北⼤学⼤学院理学研究科 三浦教授 ⼭形⼤学理学部地球環境学科 伴教授

仙台森林管理署⻑ ⼭形森林管理署⻑
蔵王町観光物産協会事務局⻑ （⼀社）⼭形市観光協会常務理事

蔵王温泉観光協会理事

改組後の幹事会構成

その他
関係機関

県

警察

消防

市町

第６師団司令部第3部⻑

国⼟地理院東北地⽅測量部防災情報管理官

地⽅整備局 東北地⽅整備局河川部広域⽔管理官

仙南地域広域⾏政事務組合消防⻑

 第 3 回実務者会議の議案として承認され，平成２７年 9 月 3 日付けで書面開催を行い，

平成２７年１０月１日付けで蔵王山火山防災協議会の規約改正を行いました。 

 今後，活火山法の施行に伴い，国から示される“ひな形”に準じ，設置目的や所管事務な

どの部分改正を行う予定です。 

規約改正（改組）の協議会書面開催の結果について 

規約改正の概要 

規約改正の流れ 

 

◆◆ ＳＴＥＰ１ ◆◆ 

 ・改組を目的に改正 

  平成２７年１０月１日

 

◆◆ ＳＴＥＰ２ ◆◆ 

 ・今後，国から示される“ひな形

”に準じ，設置目的や所掌事務

などを部分改正。 

  平成２８年２月頃



御嶽山の噴火の教訓、火山防災対策の特殊性等を踏まえ、活動火山対策の強化を図るため、火山地域の関係者が一体となっ
た警戒避難体制の整備等所要の措置を講ずる。

１．改正の背景

２．法律の概要

○ 明瞭な前兆がなく突如噴火する場合もあり、住民、登山者等様々な者に対する迅速な情報提供・避難等が必要（御嶽山噴火の教訓）
○ 火山現象は多様で、かつ、火山ごとの個別性（地形や噴火履歴等）を考慮した対応が必要なため、火山ごとに、様々な主体が連携し、

専門的知見を取り入れた対策の検討が必要

○火山災害警戒地域における警戒避難体制の整備

火山災害警戒地域の指定 警戒避難体制の整備を特に推進すべき地域を国が指定（常時観測火山周辺地域を想定）

国による活動火山対策の推進に関する基本指針の策定

・ 都道府県・市町村は、火山防災協議会を設置（義務）

都道府県・市町村 地方整備局等
（砂防部局）

気象台

自衛隊火山専門家

※他、環境事務所、森林管理局、交通・通信事
業者等。集客施設や山小屋の管理者も可。

観光関係団体 等

火山防災協議会

必須構成員

必要に応じて追加

・・・関係者が一体となり、専門的知見も取り入れながら検討

協議事項

【都道府県】
１．火山現象の発生・推移に関する情

報の収集・伝達、予警報の発令・伝
達（都道府県内）

２．右の２．３を定める際の基準
３．避難・救助に関する広域調整

等

【市町村】
１．火山現象の発生・推移に関する情報の収集・伝達、予警報の発令・伝

達（市町村内）
２．立退きの準備等避難について市町村長が行う通報等（噴火警戒レベル）

３．避難場所・避難経路
４．集客施設・要配慮者利用施設の 名称・所在地
５．避難訓練・救助 等

【協議会の意見聴取を経て、地域防災計画に記載（義務）】

・ 噴火警戒レベルの設定、これに沿った避難体制の構築など、一連の警戒避難体
制について協議

噴火シナリオ
※噴火に伴う現象と及ぼす影響の推移

を時系列に整理したもの

火山ハザードマップ
※噴火に伴う現象が及ぼす範囲を地

図上に示したもの

噴火警戒レベル

※噴火活動の段階に応じ
た入山規制、避難等

避難計画

※避難場所、避難経路、
避難手段等を示したも
の

【市町村長の周知義務】
火山防災マップの配布等により、避難場所等、円滑な

警戒避難の確保に必要な事項を周知

警察 消防

【避難確保計画の作成義務】

集客施設（ロープウェイ駅、ホテル等）や要配慮者利
用施設の管理者

等による計画作成・訓練実施

○自治体や登山者等の努力義務 ・自治体による登山者等の情報把握の努力義務を新たに規定

・登山者等の努力義務（火山情報の収集、連絡手段の確保等）を新たに規定

○火山研究機関相互の連携の強化、火山専門家の育成・確保

活動火山対策特別措置法の改正
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蔵王山火山防災協議会規約 

 

（名称） 

第１条 この協議会は，蔵王山火山防災協議会（以下「協議会」という）という。 

 

（目的） 

第２条 協議会は，宮城県，山形県の地域防災計画に基づき，県，関係市町並びに関係 

機関の連携を確立し，平常時から蔵王山の噴火時等の総合的な避難対策等に関する検 

討を共同で行うことにより，火山災害に対する防災対策の推進を図ることを目的とす 

る。 

 

（所掌事務） 

第３条 協議会は前条の目的を達成するため，次の各号の事務を行う。 

(1) 防災対策に関する情報交換に関すること 

(2)  火山活動の状況に応じた入山規制や避難の対象範囲に関すること 

(3) 具体的な避難計画の策定に関すること 

(4) 避難勧告・指示，警戒区域の設定等に関する検討及び関係市町への助言 

(5) 住民，観光客及び登山客等に対する情報提供に関すること 

(6) 両県及び関係市町の地域防災計画の見直し及び修正への反映に関すること 

(7) 防災訓練等の活動に関すること 

(8) 防災意識の啓発活動に関すること 

(9) その他必要と認められること 

 

（協議会の組織） 

第４条 協議会は，別表１に掲げる者で構成する。 

２ 協議会に会長を置き，会長は宮城県知事とする。 

３ 会長は会務を総理する。 

４ 協議会に副会長を置き，副会長は山形県知事とする。 

５ 副会長は会長を補佐し，会長に事故があるときはその職務を代理する。 

 

（協議会の開催） 

第５条 会議は会長が必要と認めるときに招集し，議事進行は会長が務めるものとする。 

２ 会長は，必要があると認める場合には，別表１に掲げる者以外の者に出席を求める 

ことができる。 

 

 



（幹事会） 

第６条 協議会の下に幹事会を置き，別表２に掲げる者で構成する。 

２ 幹事会は，協議会の会議に付すべき事項をあらかじめ検討するほか，会長の指示す

る事項を処理する。 

３ 幹事会に幹事長を置き，幹事長は会長が指名する者とする。 

４ 幹事長は幹事会の事務を総理する。 

５ 幹事会に副幹事長を置き，副幹事長は幹事長が指名する。 

６ 副幹事長は幹事長を補佐し，幹事長に事故あるときはその職務を代理する。 

７ 幹事会には，別表３に掲げる火山専門家をアドバイザーとして置く。 

 

（部会） 

第７条 幹事会の下に，協議会の所掌事務の詳細検討のため，平常時並びに緊急時にお

ける避難時期及び避難対象地域の確定又は救命・救助等に深く関与する機関実務者等

による部会を置くことができる。 

２ 部会の座長は幹事会の幹事長が指名するものとする。 

３ 部会は，必要に応じて前条第７項に規定する火山専門家の意見を聴くことができる。 

 

（事務局） 

第８条 協議会及び幹事会の事務処理のため，宮城県総務部危機対策課に事務局を置く。 

 

（その他） 

第９条 この規約に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が別に 

定める。 

 

   附 則 

 この要綱は平成２７年３月２３日から適用する。 

 

 附 則 

 この要綱は，平成２７年１０月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１ 

   蔵王山火山防災協議会 委員名簿 

  

所属・役職名及び氏名 

宮城県知事 

山形県知事 

白石市長 

蔵王町長 

七ヶ宿町長 

川崎町長 

山形市長 

上山市長 

仙台管区気象台長 

山形地方気象台長 

東北地方整備局長 

陸上自衛隊第６師団長 

宮城県警察本部長 

山形県警察本部長 

仙南地域広域行政事務組合消防長 

山形市消防長 

上山市消防長 

東北大学大学院理学研究科 教授 三浦 哲 

山形大学理学部地球環境学科 教授 伴 雅雄 

一般社団法人白石市観光協会長 

蔵王町観光物産協会長 

七ヶ宿町観光協会長 

川崎町観光協会長 

一般社団法人山形市観光協会長 

蔵王温泉観光協会長 

上山市観光物産協会長 

蔵王坊平観光協議会長 

国土地理院東北地方測量部長 

東北森林管理局計画保全部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２ 

   蔵王山火山防災協議会幹事会 幹事名簿 

  

所属・役職名 

宮城県危機管理監 

宮城県総務部危機対策課長 

宮城県総務部消防課長 

宮城県環境生活部自然保護課長 

宮城県経済商工観光部観光課長 

宮城県土木部道路課長 

宮城県土木部防災砂防課長 

宮城県教育庁生涯学習課長 

宮城県大河原地方振興事務所総務部長 

宮城県大河原土木事務所長 

山形県危機管理監 

山形県環境エネルギー部危機管理・くらし安心局危機管理課長 

山形県環境エネルギー部みどり自然課長 

山形県商工労働観光部観光経済交流局観光交流課長 

山形県県土整備部管理課長 

山形県県土整備部道路保全課長 

山形県県土整備部砂防・災害対策課長 

山形県村山総合支庁総務課長 

宮城県白石市生活環境課長 

宮城県白石市商工観光課長 

宮城県蔵王町総務課長 

宮城県蔵王町農林観光課長 

宮城県七ヶ宿町総務課長 

宮城県七ヶ宿町ふるさと振興課長 

宮城県川崎町総務課長 

宮城県川崎町地域振興課長 

山形県山形市防災対策課長 

山形県山形市観光物産課長 

山形県上山市庶務課長 

山形県上山市観光課長 

仙台管区気象台気象防災部火山防災情報調整官 

山形地方気象台防災管理官 

東北地方整備局河川部広域水管理官 

仙台河川国道事務所副所長 

新庄河川事務所副所長 

陸上自衛隊第６師団司令部第３部長 

宮城県警察本部警備課長 

大河原警察署長 

白石警察署長 

山形県警察本部警備第二課長 



山形警察署長 

上山警察署長 

仙南地域広域行政事務組合消防長 

山形市消防長 

上山市消防長 

蔵王町観光物産協会事務局長 

一般社団法人山形市観光協会常務理事 

蔵王温泉観光協会理事 

国土地理院東北地方測量部防災情報管理官 

仙台森林管理署長 

山形森林管理署長 

 

 

 

別表３ 

   蔵王山火山防災協議会幹事会 アドバイザー名簿 

 

火山専門家 所属・役職名及び氏名 

東北大学大学院理学研究科 教授 三浦 哲 

山形大学理学部地球環境学科 教授 伴 雅雄 

 




